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はじめに

　文部科学省では、児童生徒の問題行動や不登校等の
生徒指導上の諸課題について、全国の状況を調査・分
析することにより、教育現場における取組のより一層の
充実に資するとともに、今後の施策の参考とするため、
毎年度本調査を実施している。
　令和４年度における調査結果は、令和５年 10 月４日
に公表した。
　なお、本調査における調査項目・対象は、資料１のと
おりである。

資料１　調査項目・対象

１）暴力行為：　国公私立小・中・高等学校
２）いじめ：　国公私立小・中・高・特別支援学校、
都道府県教育委員会、市町村教育委員会

３）小・中学校の長期欠席（不登校等）：　国公私立小・
中学校、都道府県教育委員会、市町村教育委
員会

４）高等学校の長期欠席（不登校等）：　国公私立高
等学校

５）高等学校中途退学等：　国公私立高等学校
６）自殺：　国公私立小・中・高等学校
７）出席停止：　市町村教育委員会
８）教育相談：　都道府県・市町村教育委員会

調査結果の概要

(1)	 暴力行為
　本調査において「暴力行為」とは、「自校の児童生徒が、
故意に有形力（目に見える物理的な力）を加える行為」
をいい、暴力行為の対象によって、「対教師暴力」（教
師に限らず、学校職員も含む。）、「生徒間暴力」（何ら
かの人間関係がある児童生徒同士に限る。）、「対人暴力」
（対教師暴力、生徒間暴力を除く）、学校の施設・設備
等の「器物損壊」の４つに分類している。ただし、家族・
同居人に対する暴力行為は調査対象外としている。な
お、本調査においては、当該行為によってけががある
かないかといったことや、けがによる病院の診断書、警
察への被害届の有無などにかかわらず、資料２に記載の
あるような行為と同等か又はこれらを上回るようなもの
を暴力行為として扱っている。

資料２　暴力行為の例

○「対教師暴力」の例
・	 指導されたことに激高して教師の足を蹴った。
・	 教師の胸倉をつかんだ。
・	 教師の腕をカッターナイフで切りつけた。
・	 養護教諭目掛けて椅子を投げ付けた。
・	 定期的に来校する教育相談員を殴った。
・	 その他、教職員に暴行を加えた。

令和４年度「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の
諸課題に関する調査」結果及びこれを踏まえた緊急対策等
について

初等中等教育局児童生徒課

［調査・統計］◆資料◆
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○「生徒間暴力」の例
・	 同じ学校の生徒同士がけんかとなり、双方が相
手を殴った。

・	 高等学校在籍の生徒２名が、中学校時の後輩で、
中学校在籍の生徒の身体を壁に押し付けた。

・	 部活動中に、上級生が下級生に対し、指導と称
して清掃道具でたたいた。

・	 遊びやふざけを装って、特定の生徒の首を絞め
た。

・	 双方が顔見知りで別々の学校に在籍する生徒同
士が口論となり、けがには至らなかったが、身
体を突き飛ばすなどした。

・	 その他、何らかの人間関係がある児童生徒に対
して暴行を加えた。

○「対人暴力」の例
・	 学校行事に来賓として招かれた地域住民に足蹴
りをした。

・	 偶然通り掛かった他校の見知らぬ生徒と口論に
なり、殴ったり蹴ったりした。

・	 登下校中に、通行人にけがを負わせた。
・	 その他、他者（対教師及び生徒間暴力の対象
を除く。）に対して暴行を加えた。

○「器物損壊」の例
・	 教室の窓ガラスを故意に割った。
・	 トイレのドアを故意に壊した。
・	 補修を要する落書きをした。
・	 学校で飼育している動物を故意に傷つけた。
・	 学校備品（カーテン、掃除道具等）を故意に壊
した。

・	 他人の私物を故意に壊した。
・	 その他、学校の施設・設備等を故意に壊した。

　令和４年度における国公私立の小・中・高等学校にお
ける暴力行為の発生件数は 95,426 件であり、令和３
年度調査の 76,441 件から18,985 件（24.8％）増加
している。児童生徒 1,000 人当たりの発生件数は 7.5
件（前年度 6.0 件）となっている。

全国一斉休校など教育活動が制限されたことにより令和
２年度は全校種で暴力行為の減少がみられたが、令和
３年度は新型コロナウイルス感染症流行前の令和元年
度並みとなり、令和４年度では再び増加傾向となり過去
最多となった。（図１参照）。

図１　暴力行為発生件数の推移

※平成 25 年度からは高等学校に通信制課程を含める。

(2)	 いじめ
　本調査において「いじめ」とは、「児童生徒に対して、
当該児童生徒が在籍する学校に在籍している等当該児
童生徒と一定の人的関係にある他の児童生徒が行う心
理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを
通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対
象となった児童生徒が心身の苦痛を感じているもの」（い
じめ防止対策推進法第２条第１項）をいう。なお、起こっ
た場所は学校の内外を問わない。
　また、個々の行為がいじめに当たるか否かの判断は、
表面的・形式的に行うことなく、いじめられた児童生徒
の立場に立って行うこととしている。

　令和４年度における小・中・高等学校及び特別支援学
校におけるいじめの認知件数は 681,948 件であり、令
和３年度調査の 615,351 件から、66,597 件（10.8％）
増加している。児童生徒 1,000 人当たりの認知件数は
53.3 件（前年度 47.7 件）となっている。令和３年度
は新型コロナウイルス感染症流行前の令和元年度並み
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となり、令和４年度では全校種で再び増加となった（図
２参照）。

図 2　いじめの認知件数の推移

※平成 25 年度からは高等学校に通信制課程を含める。

　いじめを認知した学校は 29,842 校だった。学校総
数に対する割合は 82.1% であり、前回調査の 79.9%
から2.2 ポイント増加した。
　また、認知したいじめのうち年度末時点で解消してい
るものは 525,773 件であり、これは認知されたいじめ
件数の 77.1%にあたる。
　いじめの認知件数について、認知件数の増加は、学
校において初期段階のものも含めていじめを積極的に
認知し、その解消に向けて取り組んでいる結果と考え
て、肯定的に捉えてきた。
　令和４年度は新型コロナウイルス感染症の影響が続
き、感染を予防しながらの生活となったが、部活動や
学校行事などの様々な活動が再開されたことにより接
触機会が増加するとともに、いじめ防止対策推進法に
おけるいじめの定義やいじめの積極的な認知に対する
理解が広がったことや、アンケートや教育相談の充実な
どによる生徒に対する見取りの精緻化、SNS 等のネット
上のいじめについての積極的な認知などで、いじめの
認知件数が増加したと考えられる。
　年度末時点でのいじめの解消状況については、
525,773 件（77.1 ％）となっており、 前 年 度 の
493,154 件（80.1％）から、件数は多くなったが、比
率は低下した。これは安易にいじめを解消したとせず、

丁寧な対応を行っているとも考えられるが、事案が複雑
化し、長期化している可能性も考えられる。組織的対
応のみならず、関係機関との連携等の相談体制の充実・
強化を通して、いじめの解消率を上げていくことが重要
である。
＜ネットいじめについて＞
　今回調査においてパソコンや携帯電話等を使ったいじ
めの件数は 23,920 件で、前年度から2,020 件増加し、
過去最多を更新している。
　ＳＮＳ等を用いたいじめについては、外部から見えにく
く、匿名性が高いなどの性質を有するため、学校が認
知しきれていない可能性がある。
　また、ＧＩＧＡスクール構想が進展する中、１人１台端
末等を使ったいじめが発生する可能性があることにも留
意が必要であり、端末の活用におけるルールを明確にし、
児童生徒との間で共通理解を図り、教師が児童生徒の
書き込みを確認できる設定にするなど、安全かつ効果的
に端末を活用できるようにすることが重要である。
　いずれの態様のいじめについても、学校として早期
の組織的対応は当然のこととして、事案に応じて、関係
機関と積極的に連携し、いじめられた側のみならずいじ
めた側に対するスクールカウンセラー（SC）・スクール
ソーシャルワーカー（SSW）等による専門的・継続的
な指導支援体制を構築すること、日頃から児童生徒の
見守りや信頼関係などの構築等に努め、いじめを訴え
やすい体制を整えることが重要であり、また情報モラル
教育を推進していくことが必要である。
＜いじめの重大事態について＞
　いじめ防止対策推進法第 28 条第１項に規定する「重
大事態」の発生件数は 923 件と、前回調査の 706 件
から217 件増加している。
　いじめによって児童生徒の生命、心身又は財産への
重大な被害が生じた疑いがある事案（法 28 条第１項第
１号に該当）が 448 件（前回調査 350 件）、いじめに
よって児童生徒が相当の期間学校を欠席することを余
儀なくされている疑いがある事案（同第２号に該当）が
617 件（前回調査 429 件）に、それぞれ増加しており
引き続き憂慮すべき状況である（図３参照）。
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図 3　いじめ重大事態の件数推移

　令和３年度調査からいじめの早期発見・早期対応と重
大事態発生の関係を把握するため、重大事態について、
重大な被害を把握する以前のいじめの対応状況を調査
している。令和４年度の結果では、重大な被害を把握
する以前にいじめとして認知していたものは、923 件の
うち 566 件にとどまっており、改めて、いじめの積極
的な認知、早期発見早期対応、継続的な見守り等の基
本的な取組を着実に実施することが必要である。
　重大事態については、いじめの積極的認知により、早
期に対応することで、重大事態に至る前に未然防止する
ことが重要である一方、いじめ防止対策推進法に基づき、
取り上げるべきものは適切に取り上げなければならない。
　「いじめの防止等のための基本的な方針」（平成 25
年 10 月 11 日文部科学大臣決定（最終改定平成 29
年３月 14日））において、「児童生徒や保護者から、い
じめにより重大な被害が生じたという申立てがあったと
きは、その時点で学校が「いじめの結果ではない」あ
るいは「重大事態とはいえない」と考えたとしても、重
大事態が発生したものとして報告・調査等に当たる」と
あり、この点には特に留意が必要である。

（3）長期欠席
　長期欠席の調査については、従来、年度間に児童・
生徒指導要録における「欠席日数」が 30日以上の児
童生徒を長期欠席として調査してきたが、新型コロナウ
イルス感染症の影響を踏まえ、令和２年度調査からは児
童・生徒指導要録の「欠席日数」と「出席停止・忌引
き等の日数」の合計日数により、年度間に30日以上登

校しなかった児童生徒を長期欠席として調査した。なお、
従来どおり、「出欠の記録」の「備考」欄に校長が出席
扱いとした日数が記載されている場合は、その日数につ
いても登校しなかった日数に含めることとしている。
　また、感染回避を目的として登校しない・保護者が登
校させないといった事象は、現在の状況に特有のもの
であり、従来の不登校やその他の理由とは分けて把握
すべきものであることから、欠席理由の区分として、「病
気」「経済的理由」「不登校」「その他」の４区分に加えて、
「新型コロナウイルスの感染回避」欄を令和２年度から
設けている。

　この調査により、「新型コロナウイルスの感染回避」
により30日以上登校しなかった児童生徒数は、小学校
16,155 人、中学校 7,505 人、高等学校 9,256 人、
合計 32,916 人であり、在籍児童生徒数に占める割合
は約 0.3％という結果が明らかとなった（図４参照）。

図４　小・中学校における長期欠席者数の推移

　本調査において「不登校児童生徒」とは、年度間に
30日以上登校しなかった長期欠席児童生徒のうち、何
らかの心理的、情緒的、身体的、あるいは社会的要因・
背景により、登校しないあるいはしたくともできない状
況にある者（ただし、病気や経済的理由、新型コロナ
ウイルスの感染回避によるものを除く）をいう。

　令和４年度間の国公私立の小・中学校における不登
校児童生徒数は 299,048 人であり、令和３年度調査に
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おける244,940 人から 54,108 人（22.1％）増加し
ている。在籍児童生徒に占める不登校児童生徒の割合
は 3.2％（前年度 2.6％）となった（図５参照）。
　小・中学校いずれも増加しており、在籍児童生徒数が
減少しているにもかかわらず不登校児童生徒数は10年
連続で増加し過去最多となっている。また、約 55%の
不登校児童生徒が90日以上の長期に及び欠席している。

図５　小・中学校における不登校児童生徒数の推移

　不登校児童生徒が増加している背景には、休養の必
要性を明示した「義務教育の段階における普通教育に
相当する教育の機会の確保等に関する法律」の趣旨の
浸透の側面等による保護者の学校に対する意識の変化
も考えられるが、長期化するコロナ禍による生活環境
の変化により生活リズムが乱れやすい状況が続いたこと
や、学校生活において様々な制限がある中で交友関係
を築くことが難しかったことなど、登校する意欲が湧き
にくい状況にあったこと等も背景として考えられる。

　不登校児童生徒の支援に当たっては、「義務教育の段
階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関
する法律」及び同法に基づく基本指針（「義務教育の段
階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関
する基本指針」（平成 29年３月31日文部科学省））や
不登校によって学びにアクセスできない子供たちをゼロ
にすることを目指す、「誰一人取り残されない学びの保障
に向けた不登校対策	（COCOLOプラン）」（令和５年３月
31日）等に基づき、チーム学校による魅力ある学校づ
くりを推進するとともに、不登校傾向のある児童生徒に

関する支援ニーズを早期発見するため、スクリーニング
や適切な支援につなげていくための方策を組織的・計画
的に実施する必要がある。また、不登校児童生徒の多
様な教育機会確保のため、学校内外の教育支援センター
及び学びの多様化学校の設置促進、民間団体等との連
携による支援を実施するほか、ＩＣＴの活用も含めたSC・
SSW、関係機関との連携による教育相談支援体制を充
実するなど、個々の不登校児童生徒の状況を適切に把握
し、多様な支援の実施を推進することが重要である。

（5）高等学校における中途退学
　本調査において「中途退学」とは、年度の途中に校
長の許可を受け、又は懲戒処分を受けて退学した者等
をいい、転学者及びいわゆる「飛び入学」により大学
に進学した者は含まない。
　
　令和４年度間の国公私立の高等学校における中途
退学者数は 43,401 人であり、令和３年度調査の
38,928 人から4,473 人（11.5%）増加した。中途退
学率（在籍者数に対する中途退学者数の割合）は 1.4%
（前年度 1.2%）となっている。
　中途退学は近年減少傾向にあるが、令和４年度は、
令和３年度に引き続き増加となった（図６参照）。
　中途退学の理由としては、多い順に、「進路変更」が
19,055 人（中途退学者のうち 43.9%）、「学校生活・
学業不適応」が 14,253 人（同 32.8%）、「学業不振」
が 2,600 人（同 6.0%）等となっている。

図６　高等学校における中途退学者数の推移



11教育委員会月報　2024年1月号　 令和４年度「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課
題に関する調査」結果及びこれを踏まえた緊急対策等について

［調査・統計］

（6）自殺
　本調査においては、令和４年度間に死亡した小・中・
高等学校における児童生徒のうち、警察等との関係機
関とも連携し、学校が把握できた情報を基に自殺であ
ると判断したものや、警察により自殺と判断されたもの
について件数を把握している。

　国公私立の小・中・高等学校から報告のあった、令
和４年度において自殺した児童生徒数は 411 人であっ
た。令和３年度調査の 368 人から43 人増加しており、
児童生徒の自殺が後を絶たないことは極めて憂慮すべ
き状況である（図７参照）。
　内訳は小学校 19 人（前回調査８人）、中学校 123
人（前回調査 109 人）、高等学校 269 人（前回調査
251 人）となっている。
　自殺した児童生徒が置かれていた状況として「いじめ
の問題」があったとされる児童生徒は５人（前回調査６人）
であった。

図７　自殺した児童生徒数の推移

※平成 18 年度からは国・私立学校、平成 25 年度からは
高等学校通信制過程も調査対象としている。

　児童生徒の自殺に関する調査研究協力者会議」にお
いて、
•「教師が知っておきたい子どもの自殺予防」（平成 21
年３月）

•「子どもの自殺が起きたときの緊急対応の手引き」（平
成 22 年３月）

•「子供に伝えたい自殺予防」（平成 26 年７月）
•「子供の自殺が起きたときの背景調査の指針（改訂）」

（平成 26 年７月）
を作成、公表しており、活用が求められる。
　さらに、以下の通知および事務連絡により、ＳＯＳの
出し方に関する教育を少なくとも年１回実施するなど積
極的に推進することを依頼するとともに、ＳＯＳの出し方
に関する教育の教材例を示している。
•「児童生徒の自殺予防に向けた困難な事態、強い心
理的負担を受けた場合等における対処の仕方を身に
付ける等のための教育の推進について」（平成 30 年
１月 23日付け通知）
•「児童生徒の自殺予防に向けた困難な事態、強い心
理的負担を受けた場合等における対処の仕方を身に
付ける等のための教育の教材例について」（平成 30
年８月 31日付け事務連絡）

　「児童生徒の自殺予防に関する調査研究協力者会議」
で行われた審議のまとめでは、今後必要な施策として、Ｓ
ＯＳの出し方に関する教育を含めた自殺予防教育の充実、
悩みや不安を抱える児童生徒の早期発見・対応に資するＩ
ＣＴの活用、関係機関等の連携体制の構築を挙げている。
加えて、自殺対策の政府の基準方針である「自殺総合対
策大綱」が昨年 10 月に決定され、重点施策として「子ども・
若者の自殺対策のさらなる推進・強化」を位置づけてい
る。また、本年６月には「こどもの自殺対策緊急強化プラ
ン」を策定するとともに、「教育振興基本計画」において
児童生徒の自殺対策の推進を盛り込んでいる。これらの
内容を踏まえて、児童生徒の自殺予防に関する取組を行
うことが必要である。
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［調査・統計］

調査結果を踏まえた緊急対策等について

　調査結果を踏まえ、政府においては、児童生徒が安心
して学ぶことができる、「誰一人取り残されない学びの保
障」に向けた取組の緊急強化を図るため、令和５年 10
月 16日に性犯罪・性暴力対策強化のための関係府省
会議・こどもの性的搾取等に係る対策に関する関係府省
連絡会議・誰一人取り残されない学びの保障に向けた不
登校対策推進本部を合同で開催し、それを受け、10月
17日に「不登校・いじめ　緊急対策パッケージ」を取り
まとめた。また、大臣からのメッセージも発出している。
　不登校緊急対策としては、不登校の児童生徒全ての
学びの場の確保、心の小さな SOS の早期発見、安心
して学べる学校づくり等のため、本年３月にとりまとめ
た不登校対策である「COCOLOプラン」を前倒しし、
取組を進める。SSR 等の校内教育支援センターの設置
促進、教育支援センターのＩＣＴ環境整備、自治体の体
制を強化することを目的とした、教育支援センターのア
ウトリーチ機能など、総合的拠点機能の強化や保護者
や児童生徒への情報発信の強化等を行うとともに、学
びの多様化学校の設置促進のため、全国会議の開催や
「学びの多様化学校マイスター」制度を創設し、設置
経験者などを自治体に派遣し、相談・助言が受けられる
ようにする。
　次にいじめ緊急対策としては、重大事態に至るケース
の共通要素の分析、それを踏まえた、いじめの重大事態
の調査に関するガイドラインの改訂等の実施、重大事態
の未然防止に向け、重大事態発生件数が多い一方でい
じめの認知件数等が低い都道府県等への、国の個別サ
ポートチームの派遣を行う。また、こども家庭庁において、
地域におけるいじめ防止対策の体制構築を推進するため、
「いじめ調査アドバイザー」の活用等の実施を行う。
　その他、不登校、いじめに共通する対策として、心の
小さな SOSの早期発見のため、１人１台端末等を活用し
た困難を抱える児童生徒の支援や専門家の支援を活用し
た心や体調の変化の早期発見・早期支援を目的とした「心

の健康観察」の推進、１人１台端末等を活用した子供の
SOS の相談窓口の集約・周知、より課題を抱える学校
への SC・SSWの配置充実等の取り組みを進める。

おわりに

　いじめ、不登校、暴力行為その他の生徒指導上の諸
課題への対応に当たっては、校長を中心に学校が組織
的に行うことが重要であり、事案に応じて設置者（教育
委員会等）への報告及びその指示に基づく対応が求め
られる。
　その際、児童生徒の問題行動や不登校等の背景には、
家庭環境など様々な要因の影響も考えられるため、事
案に応じて、SC・SSW等を活用するとともに、警察、
児童相談所、法務局又は地方法務局、人権擁護委員、
福祉・医療等の関係機関との連携を積極的に図ること
も必要である。
　今回の調査結果からは、長引くコロナ禍における生
活様式の変化や社会の不安が、子どもたちの意識や行
動等にも大きな影響を与えていることがうかがえる。子
どもたちの不安や悩みが従来とは異なる形で現れたり、
一人で抱え込んだりする可能性があること等も考えられ
るため、引き続き周囲の大人が子供たちのＳＯＳを受け
止め、組織的対応を行うことが重要である。


